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１．背景と目的 

除染作業で収集された草本類

等の可燃物は，焼却により減容・

無機化することが有効である．た

だし，焼却により発生する焼却灰

には，放射性セシウムや重金属等

の有害物質が高濃度に濃縮され

るため，より安全な取扱いが求め

られる．また，確保できる中間貯

蔵施設や最終処分場の容量も限

定的であるため，同焼却灰の減容

化も求められる．そこで本研究で

は，焼却灰を外部振動で密実に固

める特殊固化技術（以降，‘超流体工法 1）’と呼ぶ）を，高濃度汚染焼却灰に適用し，固化体や固化盤を製造する

ことで，①焼却灰を減容し，②安全，かつ③可搬性・収納性優れた処理システムを構築することを目的とした． 
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図-1 技術の位置づけ 

２．研究の内容  

超流体工法は，最適含水比程度の少量の水とセメントで混練した灰類に，高周波の外部振動を加え，粉体状か

ら塑性流体状に変化（流体化）させて締め固める特殊工法で，(1)灰を密実に固める，(2)ひび割れが少なく一様な

固化体を製造できる，(3)練混ぜによる余剰水が発生しない等の利点を有する．本工法の汚染焼却灰への適用性を

検討するため，本研究では，①超流体工法を適用できる配合の選定試験，②焼却灰の減容効果を定量化する減容

試験，③焼却灰固化体の物理・化学性状を測定する試験，④模擬固化体を製造する実証工事を実施した． 

３．試験結果および考察 

1)配合選定試験 

フロー試験(JIS R 5201)で求めた汚染焼却灰の

フロー値から，練混ぜ水と焼却灰の最適な比率を

求め 1)，配合を選定したところ，同焼却灰に超流

体工法を適用できることが分かった．当該焼却灰

の流体化の様子は図-2 中⑤の様である． 

である． 

2)減容試験 

 汚染焼却灰の減容率測定フローを図-2 に示す．

焼却灰を固化しない場合には大型の土嚢袋に収納

することを想定し，その場合の嵩容積は，焼却灰

を高さ 70cm の自由落下で容器に投入し，軽い衝

撃（10cm 落下×4 回）で締め固めた後に測定した．灰の投入高さ・衝撃方法は，実際のゴミ焼却施設における汚

染焼却灰の土嚢袋への収納方法を参考にした．その嵩容積に対する，同量の焼却灰を用いて超流体工法で製造し

た固化体の容積の比を，減容率として評価した．減容率の評価式は(1)式の通り
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②焼却灰の落下衝撃による締固め

図-2 減容試験のフロー 

 
 減容率（%）＝（投入・締固め後の焼却灰嵩容積－固化体容積）／投入・締固め後の焼却灰嵩容積×100    （１） 
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減容試験の結果を図-3 に示す．図には，

焼却灰をモルタル状にして固める方法

（従来工法）での減容率も併せて示して

ある．超流体工法により，飛灰で 15～

35%，飛灰+主灰（質量比 1:1）で 27～37%

減容できることがわかった．  

3)焼却灰固化体の性状測定試験 

固化体の一軸圧縮強度（材齢 28 日）

例を図-4 に示す．全体的に材齢やセメン

ト添加率が大きくなると圧縮強度も大

きくなる傾向である．同一のセメント添

加率では，超流体工法による固化体強度

が従来工法と比較して 2～4 倍程度大き

く，出来る限り練混ぜ水量を排除して振動で締め固める本工法の

優位性が見てとれる．強度は 2N/mm2以上有し，矩形の固化体とす

ることで，数十段程度の積上げ保管が十分可能である．透水試験

（JIS A 1218）の結果，透水係数（cm/s）は，1×10-7～10-9のオー

ダーとなり，一般廃棄物処分場等の粘土遮水層の透水係数（1×10-6

（cm/s）以下）と比較しても十分に小さく，本工法による固化体が

十分な遮水性を有し
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図-3 減容試験の結果 
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図-4 セメント添加率と圧縮強度の関係 
ていることが分かる． 

4)実証工事 

 実証工事の状況を図-5 に示す．実証工事では，飛灰および飛灰

＋主灰（質量比 1:1）を用いて矩形ブロック（0.7m 角）および固

化盤（縦 0.9×横 0.9×厚 0.3m）を製造した．減容率，強度，透水

係数，密度ともに室内試験とほぼ同様の性状が得られた． 
(a)ブロック打込み  (b)固化盤の打込み

４．まとめ 

 高濃度汚染焼却灰を特殊固化技術で固化体とすることにより，

同焼却灰を減容でき，可搬性・収納性に優れた，安全かつ効率的

な処理システムを構築できることが分かった．固化ブロックとし

て中間貯蔵施設に収納することで，また，固化盤として最終処分

場に固化処理していくことで，当該施設の限られた空間を有効に

利用することが可能になるものと考えられる（図-6）． 

(c)製造後のブロック   (d)製造後の固化盤 

図-5 実証工事の状況 

固化ﾌﾞﾛｯｸ：中間貯蔵施設に積上げ保管
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固化盤：最終処分場に流体化打設 
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図-6 焼却灰固化処理のイメージ 
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